
平成28年4月

三郷町特定事業主行動計画

（女性活躍推進法に基づく改訂版）

三郷町水道事業管理者

三 郷 町 教 育 委 員 会

三 郷 町 議 会 議 長

三 郷 町 長



　１

　１

　１

　２

　２

　２

　３

　３

　４

５

５

　６

　６

７

７

７

８

８

８

８

　（７）人事異動における配慮

　（８）固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組

　２　その他の次世代育成支援対策に関する事項

目　　　次

Ⅲ．計画の推進体制

Ⅳ．行動計画の具体的な内容

　１　職員の勤務環境に関するもの

　（１）妊娠中及び出産後における配慮

Ⅰ．計画の趣旨

Ⅱ．計画期間

　（６）男女別の育児休業取得率及び平均取得期間

　（７）男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数

　（２）子どもの出生時における父親の休暇の取得の促進

　（３）職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間

　（４）管理的地位にある職員に占める女性職員の割合

　（５）各役職段階にある職員に占める女性職員の割合

　（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等

　（４）庁舎内託児施設の設置等

　（５）超過勤務の縮減

　（６）休暇の取得の促進

　３　女性職員の躍進の推進に関する事項

　（１）子育てバリアフリー

　（２）子ども・子育てに関する地域貢献活動

　（１）採用した職員に占める女性職員の割合

　（２）平均した継続勤務年数の男女の差異



　４）啓発資料の作成・配布、研修・講習の実施等、行動計画の内容の周知徹底を図りま

　　す。

Ⅰ．計画の趣旨

Ⅱ．計画期間

Ⅲ．計画の推進体制

　　平成２７年８月には、女性の職業生活における躍進の推進に関する法律（平成２７年

　躍推進」や「男性の家庭生活への関わりを強化」という新たな視点を加えて、今回改訂

　するものです。

　　アを活用し、積極的に実施していきます。

　　三郷町では、次世代育成支援対策推進法に基づき、平成１７年度から平成２１年度の

　５年計画により、「三郷町特定事業主行動計画」を策定し、平成２２年度に平成２７年

　度までの５年間の計画の改訂版を策定するとともに、職員が父親として、又は母親とし

　り、職員全員が職場を挙げて本町の職員における子育てを支援していくよう進めてまい

　て仕事と子育てを両立して行うことが出来るよう、子育てに関わっている職員はもとよ

　５）本計画の実施状況を把握、分析するとともに、職員のニーズを踏まえ、その後の計

　　画を見直していきます。

－　１　－

三郷町特定事業主行動計画（女性活躍推進法に基づく改訂版）

　　取組を推進していきます。

　２）各所属長を通じて、取組状況の確認や、情報の共有等を進めていきます。

　３）職員に対して、仕事と子育て、家庭生活の両立等に関する情報提供をグループウェ

　１）本計画の推進のため、総務部総務課及び総務部人権施策課を事務局とし、全庁的な

　す。

　法律第６４号。）が、男女共同参画基本法の実施法として位置づけ、制定されました。

　　これらの法律に基づく内容を従来の「三郷町特定事業主行動計画」に「女性職員の活

　　本計画の期間は、平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５年間としま

　りました。



推進項目１

推進項目２

推進項目３

推進項目４

推進項目５

推進項目６

推進項目７

　　３歳未満の子を養育する職員には、所属長から育児休業又は年次休暇を積極的に取
　得するよう働きかけ、安心して子育てに専念できるように協力する。

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　育児休業等の制度の趣旨を徹底させ職場の意識改革を行うため、定期的にグループ
　ウェアの掲示板で啓発する。

－　２　－

　　育児休業の取得手続や経済的な支援策について情報提供を行う等、制度の周知を図
　るとともに、男性職員の育児休業等の取得促進について常時グループウェアの掲示板
　で周知徹底を図る。
　　また、女性職員から妊娠の報告があった場合、総務課は当該職員とその所属長に対
　し、個別に制度の説明を行う。

　　②育児休業及び部分休業を取得しやすい雰囲気づくり

　一部実施済み⇒引き続き実施していく

　　所属長は、妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、各職場において業務分担の見直し
　等を行い、時間外勤務についても、極力命じないものとする。
　　また、総務課はその徹底を図るため、当該職員の所属長に対し、その確認を行う。

（２）子どもの出生時における父親の休暇の取得の促進　　　　　　　　　

　実施済み（１日単位）⇒速やかに実施していく

　　父親が子どもの出生時に２日間の特別休暇（出生時、退院時、出生届提出時等）を
　１時間単位で取得できるようにする。

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　子どもの出生時における父親の特別休暇である「出産補助休暇」及び「育児参加休
　暇」について、常時グループウェアの掲示板で一層の周知徹底を図る。

Ⅳ．行動計画の具体的な内容

１　職員の勤務環境に関するもの

（１）妊娠中及び出産後における配慮 

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇・職務免除の制度及
　び出産費用の給付等の経済的支援措置について、常時グループウェアの掲示板で周知
　徹底を図り、妊娠の報告があった場合、当該職員と当該所属長に対し、個別に制度の
　説明を行う。

　実施済み⇒引き続き実施していく

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等

　　①育児休業及び部分休業制度等の周知

　実施済み⇒引き続き実施していく



推進項目８

推進項目９

推進項目10

推進項目11

推進項目12

推進項目13

推進項目14 　実施済み⇒引き続き実施していく

　　毎週水曜日及び金曜日の定時退庁日を引き続き実施し、総務課は、グループウェア
　の掲示板により喚起を図る。
　　なお、定時退庁日が実施できない所属の所属長に対しては、総務課が個別に指導を
　行う。

（５）超過勤務の縮減

　　①小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び超過勤務の制限
　　　の制度の周知

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　小学校就学前の子どものいる職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限の制度をグルー
　プウェアの掲示板により周知する。

－　３　－

　　②一斉定時退庁日等の実施

　　⑤その他

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　早出・遅出勤務又は時差出勤を行っている職場においては、保育園送迎等を行う職
　員に配慮して勤務時間を割り振る。

（４）庁舎内託児施設の設置等

　今後検討していく

　　職員のニーズに応じて、庁舎内託児施設の設置又は代替策の検討を行う。

　　育児休業職員に対して育児休業期間中の広報紙や通達等の送付を行う等を規定した
　「育児休業者の対応ガイドライン」を策定し、所属長は当該ガイドラインを実践し、
　育児休業職員が円滑な職場復帰ができるよう、フォローする。

　必要に応じて実施していく

　　育児休業職員の復職後、家庭状況等を確認するための面接を行い、子どもが小さな
　育児休業職員が復職後、速やかに職場及び職務に慣れるような事務分担を行う。

　　④育児休業に伴う任期付採用及び臨時的任用制度の活用

　必要に応じて実施していく

　　育児休業代替職員として、復職予定までの任期付職員又は臨時的任用職員を雇用す
　る等、業務に支障のでないような人事配置を行う。

　　③育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援

　速やかに実施していく



推進項目15

推進項目16

推進項目17

推進項目18

－　４　－

　　①年次休暇の取得の促進

　速やかに実施していく

　　各職員は、年間の年次有給休暇取得目標日数を設定し、その確実な実行に努める。

　　総務課は、所属長に対し、グループウェアの掲示板等で所属職員の年次有給休暇の
　取得促進について喚起を行う。

　　総務課は、年次有給休暇の取得状況の低い所属の所属長からヒヤリングを行った上
　で、必要に応じて年次有給休暇取得推進の注意喚起を行う。

　　所属長は、所属職員が安心して年次有給休暇を取得できるように、事務処理におい
　て所属内の相互応援体制を整備する。

　　会議の案内文及び資料の配付については、グループウェアの掲示板を活用する。

　　④超過勤務の縮減のための意識啓発等

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　所属長は、労働基準法等の関係法令及び「時間外勤務及び休日勤務の縮減に関する
　指針」を遵守し、時間外勤務及び休日勤務の縮減に努める。
　　また、総務課は、時間外勤務及び休日勤務が必要以上に多いと思われる所属の所属
　長とヒヤリングを行い、その実態を把握し、注意喚起を行う。

（６）休暇の取得の促進

　　③事務の簡素合理化の推進

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　所属長は、「時間外勤務及び休日勤務の縮減に関する指針」で規定している通り、
　業務の優先順位、事務のマニュアル化等を十分検討の上、実施する。

　実施済み⇒引き続き実施していく



推進項目19

推進項目20

推進項目21

推進項目22

推進項目23

推進項目24

　　人事異動は適材適所並びに組織の活性化が大前提であるが、３歳未満の子を養育す
　る職員については、原則として人事異動を行わない等の配慮を行う。

（８）固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　男女共同参画推進会議を設置し、固定的な性別役割分担意識の改革を図る。

－　５　－

　　子どもの看護休暇等の特別休暇について、グループウェアの掲示板で常時周知を図
　る。
　　また、所属長は、その休暇の取得を希望する職員に対して、１００％取得できる雰
　囲気の醸成を図り、総務課は所属長に対して注意喚起を行う。

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　子どもの看護休暇について１時間単位で取得できるように図る。

（７）人事異動における配慮

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　以上の取組を通じて、職員１人当たりの年次休暇の取得を対前年度比で毎年１日増

　加させるようにします。

　１人当たりの年次休暇取得数：１６日・・・目標達成年度：平成３２年

　　実績：平成２６年：１０日７時間／平成２７年：１１日

　　③子どもの看護を行う等のための特別休暇の取得の促進

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　②連続休暇の取得の促進

　速やかに実施していく

　　国民の祝日及び夏季休暇とあわせた年次有給休暇の取得や、月曜日又は金曜日と休
　日を組み合わせて取得する「ハッピーマンデー」、「ハッピーフライデー」の促進を
　図るため、当該期間の前にグループウェアの掲示板を通して喚起を行う。

　速やかに実施していく

　　所属長は、ゴールデン・ウイークやお盆期間及び年末年始における公式会議等の開
　催を控え、総務課は当該時期にグループウェアの掲示板や指針を通して喚起を行う。



推進項目25

推進項目26

推進項目27

推進項目28

推進項目29

推進項目30

－　６　－

　　③安全で安心して子どもを育てられる環境の整備

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　所属長は、地域の安全と子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう取
 り組んでいる、青色防犯パトロール等への職員の積極的な参加を支援する。

　　④子どもとふれあう機会の充実

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　所属長は、職員が子どもの学校等の授業参観等に出席できるように配慮し、総務課
 は、所属長に対して注意喚起を図る。

　　①子どもの体験活動等の支援

　必要に応じて実施していく

　　所属長は、子ども・子育てに関する活動等の地域貢献活動に職員が積極的に参加し
　やすい職場の雰囲気づくりに心がける。

　　②子どもを交通事故から守る活動の実施

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　子どもを交通事故から守る活動として、春・秋の交通安全運動の期間中及び毎月15
 日の交通安全の日における街頭啓発を実施する。

（１）子育てバリアフリー

　実施済み⇒引き続き実施していく

　　役場庁舎において、乳幼児と一緒に利用できるよう多目的トイレ内にベビーチェア
　ー・ベビーベッド及び窓口にベビーベッドの設置を行い、利用者に分かりやすい案内
　板を設置する。

　一部実施済み⇒引き続き実施していく

　　役場庁舎を初め各施設の利用者の実情を勘案して、ハード面とソフト面の両面から
　のバリアフリーの取組みを推進する。

（２）子ども・子育てに関する地域貢献活動

２　その他の次世代育成支援対策に関する事項



推進項目31

推進項目32

推進項目33

　　　　　平成２５年度：　５人（男性：４人・女性：１人）

－　７　－

　　１　職員の勤務環境に関するもの　（５）超過勤務に縮減の推進項目１３～１７を
　引き続き実施して行き、１年間の平均超過勤務時間及び年間超過勤務時間１８０時間
　以上の職員数の目標値を下記のとおりとします。

　平均超過勤務時間：４０時間・・・目標達成年度：平成３２年度

　　実績：平成２６年度（男性：７８時間００分・女性：５６時間１５分）

　　　　　平成２５年度（男性：６３時間３０分・女性：４１時間２５分）

　年間１８０時間以上の職員数：０人・・・目標達成年度：平成３２年度

　　実績：平成２６年度：１１人（男性：８人・女性：３人）

（２）平均した継続勤務年数の男女の差異（離職率の男女の差異）

　速やかに実施していく

　　過去５年の依願退職者の平均勤続年月では、男性職員の１８年４ケ月に対して、女
　性職員が１１年８ケ月と低い傾向にあるため、女性職員が、少しでも長く勤務出来る
　ような環境を整える。

　男性職員と同じ年月に・・・目標達成年度：平成３２年度

（３）職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間

　速やかに実施していく

（１）採用した職員に占める女性職員の割合

　速やかに実施していく

　　三郷町職員の２／３が男性職員のため、積極的に女性職員を採用し、平成２７年４
　月１日現在の町職員の女性の割合３４．９４％から５％以上引き上げる。
　　対策として、近隣の女子大学・短期大学等に対し、積極的に募集要項を配布するな
　ど、広報活動をより推進する。

　女性職員の割合を４０％へ・・・目標達成年度：平成３２年度

　　参考：平成２６年４月１日現在：３４．１５％

　　※過去６年間の採用状況：男性：１２名・女性１９名

　　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第１５条第３項及び女性の職業生

　活における活躍の推進に関する法律に基づく、特定事業主行動計画の策定等に係る内

　閣府令第２条に基づき、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり、新しく目標を

　設定する。

３　女性職員の躍進の推進に関する事項



推進項目34

推進項目35

推進項目36

推進項目37

　　実績：平成２７年：１００％（対象者１人中、１人取得）

　　　　　平成２６年：１００％（対象者１人中、１人取得）

　育児参加のための休暇取得率を７０％へ・・・目標達成年度：平成３２年度

　　実績：平成２７年：３２．３％（対象者３１人中１０人取得）　平均３日

　　　　　平成２６年：３７．５％（対象者３２人中１２人取得）　平均３日５時間

－　８　－

　平均取得期間：２年・・・目標達成年度：平成３２年度

　　実績：過去５年間の平均取得期間：１年６ケ月（９人）

（７）男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数

　速やかに実施していく

　　１　職員の勤務環境に関するもの　（２）子どもの出生時における父親の休暇の取
　得の促進の推進項目３・４を引き続き実施して行き、配偶者出産休暇及び育児参加の
　ための休暇（子どもの看護休暇）取得率の目標値を下記のとおりとします。

　配偶者出産休暇取得率１００％・・・目標達成済みのため、今後も維持する

（６）男女別の育児休業取得率及び平均取得期間

　速やかに実施していく

　　１　職員の勤務環境に関するもの　（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等
　の推進項目５～１１を引き続き実施して行き、育児休業等の取得率及び平均取得期間
　の目標値を下記のとおりとします。

　男性：５％・女性：１００％・・・目標達成年度：平成３２年度

　　実績：平成２７年度（男性：０％・女性：１００％）

　　　　　平成２６年度（男性：０％・女性：１００％）

　　参考：平成２６年４月１日現在：４．３５％

（５）各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（主任以上主幹以下）

　速やかに実施していく

　　平成２７年４月１日現在、主幹、課長補佐、主任の計３６人中、女性は７名で全体
　の２４．１４％と１／４程度であるが、昇格試験を受験しない女性職員が多いのが現
　状であるため、今後も女性職員の受験を促すとともに、試験制度の変更も検討する。

　女性管理職の割合を３０％へ・・・目標達成年度：平成３２年度

　　参考：平成２６年４月１日現在：１９．２３％

（４）管理的地位にある職員に占める女性職員の割合（課長以上）

　速やかに実施していく

　　平成２７年４月１日現在、課長以上（部長、次長、課長）の計２４人中、女性は１
　名のみで全体の４．３５％と非常に低いため、積極的に女性の登用を行う。

　女性管理職の割合を１０％へ・・・目標達成年度：平成３２年度


